
資料２

環境に配慮した消火設備の設置基準に関する検討

令 和 ７ 年 ６ 月 2 5 日

消 防 庁 予 防 課

令和７年度 第１回予防行政のあり方に関する検討会



これまでの検討概要と今年度の検討内容

これまでの検討概要

○ 駐車場等に設置されている泡消火設備には、油火災に対する消火性能を高めるためPFASを含有する水成膜泡消火薬剤が広く
用いられているが、PFASに対する環境規制は順次拡大している。このため、令和６年度の「消防用設備等の設置・維持のあり
方に関する検討部会」において、駐車場の泡消火設備について、必要な性能を確保しつつ、PFASを含有しない他の種別の泡消
火薬剤への切り替えに係る負担が小さくなるよう、技術的な要件の整理を行ったところである。

○ 昨年度の検討部会における提言として、海外では駐車場にスプリンクラー設備が設置されていることを踏まえ、水系消火設
備についての有効性を評価し、基準化に向けた検討を進めていくことが必要とされたことから、今年度の「消防用設備等の設
置・維持のあり方に関する検討部会」において、当該検討を進めていくこととする。
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① 海外における駐車場のスプリンクラー設備に関する基準等の調査を行う。

② 水系消火設備を用いて実車による消火実験等を実施し、その有効性を評価する。

③ 上記①・②の結果を基に、駐車場に適した水系消火設備の設置基準を検討する。
＜消火実験のイメージ＞

「消防用設備等の設置・維持のあり方に係る検討部会」において具体的な検討を行う。

駐車場に設ける水系消火設備の現状等

検討の進め方

○ 現行基準上、駐車場の水系消火設備としては、水噴霧消火設備があるが、水噴霧消火設備は泡消火設備と比較して放水量

が多いことから、ポンプや配管等に係るコストや、排水のための床の勾配確保等の面で設置に係る負担が大きい。

○ こうしたことから、放水量が比較的少ない水系消火設備（閉鎖型水噴霧設備）が近年開発され、水噴霧消火設備等に代え

て駐車場に設置することができる特殊消防用設備等として、個別の防火対象物に設置が認められているところである。※

※ 防火対象物の関係者が、通常の消防用設備等に代えて、特殊の消防用設備等その他の設備等（以下「特殊消防用設備等」という。）であって、

通常の消防用設備等と同等以上の性能を有し、かつ、当該関係者が総務省令で定めるところにより作成する特殊消防用設備等の設置及び維持

に関する計画に従って設置・維持するものとして、総務大臣の認定を受けたものを設置することができることとされている（消防法第17条第

３項）。

○ 一方、海外の駐車場では主にスプリンクラー設備が用いられており、例えば米国においては、NFPA（全米防火協会）の規

格を基に、各州の基準が定められている。



今年度の検討スケジュール・検討体制

○委員
＜学識経験者＞
上矢 恭子 公立諏訪東京理科大学 工学部 機械電気工学科 准教授
小林 恭一 危険物保安技術協会 技術顧問（元東京理科大学教授）
中村 祐二 国立大学法人豊橋技術科学大学大学院 工学研究科

機械工学系 教授
松山 賢 東京理科大学 創域理工学研究科 国際火災科学専攻 教授
森山 修治 日本大学 工学部 非常勤講師（元日本大学教授）
吉岡 英樹 東京大学大学院 工学系研究科 建築学専攻 准教授

＜消防関係団体＞
志賀 明 日本消防検定協会 消火・消防設備部 消火設備課長
松崎 徳之 一般財団法人日本消防設備安全センター 技術部

技術第一課 上席調査役 兼 技術第二課 上席調査役

＜消防機関＞
森田 良浩   福岡市消防局 予防部 指導課長
矢島 一 千葉市消防局 予防部 指導課長
山𣘺𣘺 大輔 東京消防庁 予防部 副参事（予防技術担当）
吉村 敏裕    大阪市消防局 予防部 規制課 消防設備指導担当課長

○オブザーバー
一般社団法人日本消火装置工業会
一般財団法人日本自動車研究所
一般社団法人日本自走式駐車場工業会
公益社団法人立体駐車場工業会
消防庁消防大学校消防研究センター

○事務局
総務省消防庁予防課

令和７年６月 第１回予防行政のあり方に関する検討会

令和７年７月～ 消防用設備等の設置・維持のあり方に関する検討部会 ２回程度開催

令和８年２月 第２回予防行政のあり方に関する検討会

消防用設備等の設置・維持のあり方に関する検討部会（案）

検討スケジュール（予定）
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（参考）海外における駐車場に設ける消火設備
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国 駐車場の位置付け 通常設置される消火設備 設置基準 技術基準の根拠

米国

建物の安全に関する技術基準
IBC(International Building Code)にお
いて、駐車場はLow-hazard group S-2と
して開放型と閉鎖型に区分される

スプリンクラー設備
・1,115㎡を超える閉
鎖型の駐車場 NFPA13

英国

建築規則(Building Regulation 2010)の
運用指針であるAPB(the Approved 
Documents)において、駐車場は開放型と
閉鎖型に区分される。

スプリンクラー設備

明確な設置基準はな
し。
（建物ごとに火災危
険性を考慮し、必要
な消火設備を決定す
る。）

BS基準

韓国
消防施設の設置・維持及び安全管理に関
する法律において、駐車場は「航空機及
び自動車関連施設」に区分される。

泡消火設備等
（駐車場にスプリンク
ラー設備を火災安全基準
に適合するように設置し
た場合には、その設備の
有効範囲での設置が免除
できる。）

・延べ面積800㎡以上
・建築物の内部で駐
車場部分の床面積が
200㎡以上

・機械式駐車場で収
容台数20台以上

NFSC103

○ 海外諸国の駐車場における消火設備を令和元年度に調査したところ、次表のとおり建物の規模による設置基準の
差はあるが、通常設置されている消火設備はスプリンクラー設備である。

○ 近年の駐車場火災を受けて、米国のNFPAの設置基準は改正されているところであり、最新動向を確認するため、
改めて海外基準の調査を行う。



※１ 仕様規定：消防法施行令第２章第３節に技術基準を規定。
※２ 大臣認定：消防法第17条第３項に規定。申請者は登録検定機関の性能評価を受けた上で、総務大臣に申請。総務大臣は申請に係る

設備が消防用設備等と同等以上と認める場合は、特殊消防用設備等として認定。

泡消火設備 水系消火設備

ルートＡ※１ ルートＡ（水噴霧消火設備）※１ ルートＣ（閉鎖型水噴霧設備）※２

感知から放射までの仕組み

感知は火災感知用ヘッド又は自動火災報
知設備の感知器にて行い、泡放射はフォー
ムヘッドから行う。火災感知用ヘッド等が
火源から離れている場合は、火災がある程
度進展してからの放射となる。

感知は火災感知用ヘッド又は自動火災
報知設備の感知器にて行い、放射は水噴
霧ヘッドから行う。火災感知用ヘッド等
が火源から離れている場合は、火災があ
る程度進展してからの放射となる。

感知と放射を１つのヘッドで行う。火
源に近いヘッドが作動するため、ルート
Ａより早く作動する設備となる。

消火性能を確認する
火災モデル

法令上はなし
（従前行われていた安全センターの評価基
準としては、2㎡のオイルパン（ガソリン
60L)を使用）

なし

散水障害を考慮し、自動車模型の中に
設置した1.4㎡のオイルパン（N-ヘプタ
ン28Ｌ）を使用。
※火災モデルの発熱速度は４МＷ程度

消火性能の判定基準

法令上はなし
（従前行われていた安全センターの評価基
準としては、火災モデルを１分以内に消火
すること）

なし

・隣接する車両模型の表面温度が300℃
を超えないこと。

・隣接する車両火災模型に取り付けたド
アミラーに延焼や著しい損傷がないこ
と。

作動時間 10分間 20分間 20分間

設置可能な駐車場の条件 なし なし 天井高さ10ｍ以下

設置基準等

泡消火薬剤におけるB火災の消火性能が高
いほどに放射量が少なくなる。
水成膜泡：3.7L／min･㎡
たん白泡：6.5L／min･㎡
合成界面活性剤泡：8.0L／min･㎡

・大量の水を放水（20L／min･㎡）する
ため、排水設備が必要となる。

・車路の中央又は両側に排水溝を設ける。
・排水溝に向かって２／100以上の勾配を
つける。

・高さ10cmの区画境界堤を設ける。
・油分離装置付きの消火ピットを設ける。

・水噴霧消火設備に代えて設置
・放射量が10L/min･㎡であり、ルートＡ
の半分の水量である。

・排水溝に向かって１／100以上の勾配
をつける。

備考
・駐車場で主流の設備。
・多くがPFASを含む水成膜泡を使用してい
る。

・設置実績が少ない。
・泡を使用しないためPFASは含まれてい
ない。

・平成25年に１件目の大臣認定を取得し、
現在までの認定実績は９件。

・泡を使用しないためPFASは含まれてい
ない。

（参考）駐車場に設置される主な消火設備の特徴
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〇 水噴霧消火設備は、噴霧ヘッドから水を噴霧状に均一に放射して燃焼面積を覆うことにより火災を効果的に消火するもので
ある。これは主として噴霧ヘッドから放射される水の水滴が非常に小さく分散が均一であるので、蒸発しやすく燃焼物から
熱を奪う効果が高いこと、かつ、発生する水蒸気の体積が水の約千七百倍にもなり、そのため、大気中の酸素を遮断するこ
とによる窒息作用があること、水に不溶の液体に対しては、油面に飛びこんで表面に不燃性のエマルジョンを形成する作用
があることによるものとされている。（消防法施行令解説（消防基本法制研究会編著）より）

〇 泡消火設備は、泡ヘッド、泡ノズル、固定泡放出口、泡放出管等から化学泡又は空気泡を放射し、可燃性液体の表面を泡で
覆うことによる窒息作用と気泡中の含有水分による冷却作用の二つの作用により消火するものである。（消防法施行令解説
（消防基本法制研究会編著）より）

〇 いずれの消火設備も自走式の駐車場に設置な可能なものであるが、一般的には泡消火設備が設置されており、水噴霧消火設
備の設置事例は少ない。

各設備のイラストは、建築消防advice2025（新日本法規出版（株））より引用

泡消火設備の構成例

手動起動弁

水噴霧消火設備の構成例

（参考）水噴霧消火設備と泡消火設備の概要
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